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今週のキーワード 

定率減税 

税額を一定割合で削減する減税方式。今年１月所得税（国税）、６月住民税（地方税）の減税

が撤廃された。所得税が減り、住民税が増える「飴と鞭」政策は、国から地方への税源移譲で地

方に納める住民税のウエートを高めるもの。ちなみに年収700万円（４人家族）で年間４万1000円

増となる。定率減税は1994年に所得税・住民税の一律20％を割り引く形で実施、99年には大型所

得減税といわれた所得税20％、住民税15％を行った。06年は所得税10％、住民税7.5％と半減した。
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今年の収入「昨年並み」40％超 
景気拡大傾向にも「実感がない」 
 

07年春の賃金交渉は製造業を中心に賃上げ率

が上昇し、全体では1.77％、昨年比0.06ポイント

上回った。夏のボーナスは業績連動型を強く打ち

出し、製造業では５％弱（前年比増）と景気の良

さを印象づける結果となった（日経新聞調査）。

しかし固定費負担増を避けたい企業側は「賃上げ

抑制・賞与業績連動」の姿勢を鮮明にしている。

この賃上げ妥結の直前にＹａｈｏｏ！リサー

チと日経ＭＪが「あなたの今年の収入予想」（昨

年よりどの程度増減しそうか）の共同調査を行っ

た。20-69歳までの男女1000人の回答を昨年同時

期と比較した。 

それによると「今年の税込み収入はどのくらい

増減しそうか」の問いには、70％以上の世帯で「増

えない」と答えるなど、景気拡大傾向の中、賃上

げ増に期待感が薄く、その実感がないことがわか

った。この中で「昨年並み」は約44％、「増える」

（約28％）と答えた人のうち「昨年以上を予想」

は７％に留まり、しかも前年よりも下がった。

今年から所得税・住民税の定率減税が「全廃」

され住民税の支出増を強いられるが、その質問で

は「定率減税のことを知らない」が約55％に達し

ている。「影響があった」は約27％、「ほとんど

ない」は約10％だった。 

減税自体に疎く、したがい家計への影響にも危

機感を持っていない姿が浮き彫りとなった。今年

で賃上げ率３年連続上昇という割には、業種・企

業間格差は顕著で賃上げの低い伸び率が景気回

復の恩恵から遠ざける要因と指摘されている。

査察の告発件数は166件と高水準 
消費税に係る告発件数が大幅増加 
 

 いわゆるマルサと呼ばれる査察は、脱税でも特

に大口・悪質なものが強制調査され検察当局に告

発されて刑事罰の対象となる。国税庁が公表した

今年３月までの１年間の2006年度査察白書によ

ると、査察で摘発した脱税総額は前年度を30億円

上回る304億円だった。検察庁に告発した件数も

前年度を16件上回る166件と、2000年度以降最多

となった。 

 2006年度１年間に全国の国税局が査察に着手

した件数は231件、継続事案を含む221件を処理

し、うち75.1％にあたる166件を検察庁に告発し

た。告発分１件あたりの脱税額は前年度より1400

万円多い１億6700万円。 

近年は大口事案が減少しており、2006年度の脱

税総額304億円は、ピークの1988年度（714億円）

に比べ４割強にまで減少した。告発件数166件、

その脱税総額278億円のうち、法人税は前年度よ

り８件少ない78件だったが、脱税額は16％増の約

118億円と、構成比はもっとも高い。所得税は12

件増の59件、76％増の約108億円、消費税は13件

増と大幅増加の23件となり、脱税額も86％増の約

21億円に達した。 

 告発件数の多かった業種は、「人材派遣業」

（13件）、「キャバレー・飲食店」（12件）、「建

設業」（12件）など。トップの「人材派遣業」は

前年度の６件からほぼ倍増しているが、人件費を

外注費に科目仮装することによる消費税の脱税

が目立ち、消費税に係る告発件数が大幅に増加し

た要因となっている。 

税務会計


